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9 職員の福祉及び利益の保護の状況 
 

(1) 安全管理について 
ア 安全管理に対する取組状況 

項 目 概 要 

安全衛生委員会の設置 労働安全衛生法に基づき安全衛生委員会を設置 

安全管理に関する研修等 
雇入時安全衛生教育・交通安全講習会・その他安全管理

に関する研修等の実施 

安全管理者等の設置 
安全管理規程に基づき、総括安全衛生管理者・安全管理

者・安全衛生推進者・作業主任者を設置 

安全パトロール・職場巡視の実施 
作業環境等の改善のための安全パトロール、産業医等に

よる職場巡視を実施 

 

イ 公務災害補償等 

認 定 件 数 

公務災害 1 件 

通勤災害 0 件 

   ※ 令和 4年度に認定された件数です。 

 

(2) 健康管理について 
ア 健康診断等の実施状況 

区 分 名 称 受診者数 

一般定期健康診断 
一般定期健診 548 人 

管理健診 302 人 

特別定期健康診断 

深夜業務従事者健診 33 人 

VDT 作業従事者健診 548 人 

騒音業務従事者健診 2 人 

その他 
海外派遣者健診 6 人 

新規採用職員健診 13 人 

 

イ 健康の保持増進 

項 目 概 要 

健康に関する啓発活動 健康管理講演会の開催 

健康教育・研修等 
雇入時安全衛生教育、メンタルヘルス研修会（セルフケ

ア・ラインケア）等を実施 
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(3) 福利厚生について 
ア 職員寮の管理運営 

区分 入寮者数 

男性職員 4 人 

女性職員 1 人 

合 計 5 人 

   ※ 令和 4年 4月 1日現在のものです。 

 

イ 共済組合への加入 

    職員及びその被扶養者の医療保険を担い、健康増進や退職した職員の年金支給など職員の相互

救済を目的として、地方公務員等共済組合法に基づき組織されている名古屋市職員共済組合に加

入しています。 

 

ウ 互助会の設置 

    職員の相互扶助及び福利増進を目的として、名古屋港管理組合職員互助会を規約に基づき設置

しています。 

会 員 数 706 人 

主 な 

事業内容 

給付事業 
会員・家族の慶弔についての祝金等、災害による損害に対す

る給付金等の支給、学資金・生活資金等の貸付 

厚生事業 
福利厚生施設の管理運営、レクリエーション大会の運営、施

設利用等の斡旋など 

   ※ 令和 5年 3月 31 日現在のものです。 


